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【案】金融庁における令和 3年度実績評価（概要） 

基本政策／施策 主な取組 （実施計画より） 主な実績 
 

今後の課題 

Ⅰ 金融システムの安定と金融仲介機能   

 1 マクロプルーデン

スの取組と効果的

な金融モニタリン

グの実施 

 新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」という。）に起因

する不確実性が継続していることも踏まえ、今後の与信

費用の発生といった潜在的なリスクの顕在化が金融機関

の健全性に与える影響について的確に把握する。また、

市場変調に起因するリスクを業態横断的に把握し、個別

金融機関との対話のほか、必要に応じた政策的な対応や

情報発信に活用していく。その上で、低金利環境の継続

やマクロ環境の変化を踏まえ、①金融機関の過剰なリス

クテイクにより金融システムに大きな影響を及ぼすリスク

が蓄積していないか、②金融機関が持続可能なビジネス

モデルを構築し健全性を維持できるかといった観点から

業態横断的な金融モニタリングを実施する。 

 こうした業界横断的な視点に加え、業態ごとのビジネスモ

デルやそれに起因する課題も踏まえ、深度ある対話を実

施。 

 モニタリング高度化及び金融機関の負担軽減の観点か

ら、日本銀行とも緊密に連携しつつ、データ収集・管理の

枠組みの改善を継続するとともに、データ分析力を向上さ

せ、データ活用を推進する。また、各国との知見・教訓の

蓄積等を通じて我が国のモニタリング能力の向上につな

げる。 

 コロナに起因する不確実性が継続していることも踏まえ、引き続き金融仲介機

能の発揮状況とともに、今後の与信費用の発生といった潜在的なリスクの顕在

化が金融機関の健全性に与える影響について的確に把握した。なお、マクロ健

全性維持の観点からの規制（カウンター・シクリカル・バッファー等）についても、

適切に運用した。 

 市場における不確実性の高まりを踏まえ、金利上昇等の市場変調に起因するリ

スクを業態横断的に把握し、個別金融機関との対話を行ったほか、必要に応じ

た情報発信に活用した。 

 個々の金融機関のリスクプロファイル（例えば、グループ・グローバル業務の多

様化・複雑化の程度や、地域経済や各業種へのエクスポージャー等）をモニタリ

ングを通じてきめ細かに把握し、持続的な健全性維持に向け、対話を通じて適

切なガバナンスの発揮とリスク管理の高度化を促した。 

 特に、本邦金融機関に対しては、健全性を確保する観点から、以下の点につい

て、重点的にモニタリングを行った。 

①長期に亘り低金利環境が継続してきた中、金融機関が過剰なリスクテイクを

行い、その結果として金融システムに大きな影響を及ぼすリスクが蓄積していな

いか。 

②金融市場やマクロ経済環境が変化する中において、金融機関が持続可能な

ビジネスモデルを構築し、健全性を維持できるか。 

 ＬＩＢＯＲ（ロンドン銀行間取引金利）の公表停止に備えた金融機関の移行対応を

促し、取組状況のモニタリング・ＬＩＢＯＲ利用状況調査等を実施。 

 モニタリング高度化及び金融機関の負担軽減の観点から、日本銀行とも緊密に

連携しつつ、データ収集・管理の枠組みの改善を継続した。 

 ポストコロナにおける金融機関による企業支援のあり方の検討及び金融機関の

健全性のモニタリングに資する観点から、金融機関から収集するデータや外部

から購入する企業個社レベルの財務データなど、様々なデータ・情報ソースを

組み合わせて活用し、コロナが企業の財務（収益や債務負担等）に与えている

影響につき、多面的に実態把握を行った。 

 グローバルな経済・市場環境は刻一刻と変化し、そこ

から新たにリスクが生まれることを踏まえ、今後も情報収

集・分析の高度化等を通じて、引き続き金融システムの安

定性の維持に向けた取組を進める。 

また、金融機関の健全性を確保・維持するため、コロナの

影響も踏まえたうえで、業態横断的な対応に加え、業態ご

とのビジネスモデルやそれに起因する課題に応じた金融

モニタリングを実施していく。 

2 健全な金融システ

ムの確保のための

制度・環境整備 

 バーゼルⅢの国内実施について、関係者と十分な対話を

行いながら準備を進めるなど、金融システムの安定性確

保のため、国際合意を踏まえた金融 機関の健全性確保

のためのルール整備等に向けて取り組む。 

 関係者と十分な対話を行った上で告示改正案を公表するなど、最終化されたバ

ーゼルⅢの国内実施に向けた準備を進めた。 

 「経済価値ベースのソルベンシー規制等に関する有識者会議」報告書等を踏ま

え、国内フィールドテストを実施するとともに、国内新規制に関する検討状況を

公表。 

 国際的な議論も踏まえた関連告示等の整備など、引き

続き金融システムの安定性の確保に取り組んでいく。 

経済価値ベースのソルベンシー規制について、4 年中

に制度の基本的な内容を暫定的に決定した上で、7 年度

に導入することを念頭に着実に検討を進める。 

3 金融仲介機能の十

分な発揮に向けた

制度・環境整備と

金融モニタリング

の実施 

 金融機関に対して、事業者の資金繰り支援に万全を期す

よう求めていくとともに、事業者からの相談、資金ニーズ

の変化等につき関係者からヒアリングし、資金繰り支援が

全体として適切に行われているか確認する。 

 コロナの影響の長期化に加え、ウクライナ情勢、原油価格の上昇等の影響が懸

念される中、金融機関に対して、新規融資や条件変更等について最大限柔軟な

対応をするよう、累次の要請を実施。また関係者からのヒアリングにより、資金

繰り支援が全体として適切に行われているかを確認するとともに、「企業アンケ

ート調査」を通じて、コロナによる企業への影響と地域金融機関による支援状況

等の実態把握に努めた。 

 コロナの影響の長期化に加え、ウクライナ情勢、原油

価格の上昇等の影響が懸念される中、金融機関による事

業者への資金繰り支援の徹底や経営改善・事業再生・事

業転換支援等の促進など、必要な措置を実施していく。 
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 地域金融機関による継続的な資金繰り支援や経営改善・

事業再生・事業転換支援等への取組状況を重点的にモニ

タリングする。 

 地域金融機関における経営改革に向けた取組について、

丁寧に対話を行い、それぞれの取組を支援していく。あわ

せて、経営の多角化・高度化を図る地域金融機関とは、

深度ある対話を行い、グループ全体にわたるガバナンス

機能の発揮を促していく。 

 事業全体を対象とする新たな担保制度である事業成長担

保権（仮称）の導入に向けて、幅広い関係者と意見交換を

進めるとともに、法制度の具体的なあり方、金融機関や監

督当局等における実務上の取扱い等についても検討を深

めていく。 

 地域金融機関における経営改革に向けた取組等について、各金融機関の置か

れた様々な経営環境や顧客企業の状況等も踏まえつつ、経営トップ・社外取締

役とも丁寧に対話を行い、それぞれの取組を支援。 

 事業成長担保権（仮称）の導入に向けて、「事業者を支える融資・再生実務の在

り方に関する研究会」を開催し検討を深めるとともに、その議論を 3 年 11 月に

「論点整理 2.0」として取りまとめ、公表。また米国の融資・再生実務等について

委託調査を実施。 

 

また、地域金融機関における経営改革に向けた取組に

ついて、引き続き、丁寧に対話を行い、それぞれの取組を

支援していく。 

担保法制の見直し等については、海外の制度・実務等

も参考に、法務省・法制審議会・担保法制部会への問題

提起も含め、引き続き議論に貢献していく。 

 

Ⅱ 利用者の保護と利用者利便の向上   

 1 利用者の利便の向

上に適う金融商

品・サービスの提

供を実現するため

の制度・環境整備

と金融モニタリング

の実施 

 顧客本位の業務運営の確立と定着に向け、深度あるモニ

タリングを行うとともに、金融機関の取組の「見える化」を

進める。 

 金融経済教育や長期・積立・分散投資を促す「つみたてＮＩ

ＳＡ」の普及等の施策を実施する。 

 「重要情報シート」の活用促進、「金融事業者リスト」や「外貨建保険の販売会社

における比較可能な共通ＫＰＩ」の定義の公表等による金融機関の取組の「見え

る化」を通じて、顧客が金融商品や金融機関を比較しやすい環境を整備。また、

金融機関の顧客本位の業務運営に関する取組やリスク性金融商品の販売状況

等について、モニタリングを実施。 

 金融庁職員による金融経済教育の出張授業や、金融経済教育に関するオンラ

インと対面双方でのイベントやメディアと連携した情報発信を実施。さらに、成年

年齢引下げや高校学習指導要領の改訂を踏まえ、高校向け指導教材の作成、

日本銀行等と連携した大学生等の若年層向けの金融経済に関する解説動画の

作成、小学生向けのウェブ教材及びパンフレットの作成など、ＩＣＴも活用した

様々なコンテンツを提供。また、4 年度の税制改正要望にて、ＮＩＳＡ口座開設時

におけるマイナンバーカード等の活用等を通じた利便性向上を行ったほか、ＮＩ

ＳＡ特設ウェブサイトのコンテンツの充実やＳＮＳを通じた情報発信により、つみ

たてＮＩＳＡの広報等を実施（4 年 3 月末時点：約●万口座（P））。 

  金融機関における顧客本位の業務運営の確立と定着

に向けて、金融機関の取組の「見える化」やモニタリング

を実施し、利用者の利便の向上に適う金融商品・サービ

スの提供の実現に取り組んでいく。 

また、高校家庭科における金融教育に関する指導教材

を用いたモデル授業を実施し、全国に展開する。加えて、

メディアや金融関係団体との連携を強化しつつ、大学生

や若手社会人を中心とした、資産形成を含めた金融リテ

ラシー向上に資する教材等の作成やセミナーの実施をは

じめとした情報発信を行う。 

2 利用者の保護を確

保するための制

度・環境整備と金

融モニタリングの

実施 

 預金取扱金融機関について、重大な顧客被害や金融機

関のシステムリスク管理態勢に問題が見られる場合は重

点的に検証し、システムリスク管理態勢の強化を促す。 

 改正資金決済法が施行されたことを踏まえ、新たに創設

された第一種・第三種資金移動業者の登録・認可審査を

実施するとともに、第二種資金移動業者を含め、改正資

金決済法で求められる措置に係る態勢整備の状況を含

めてモニタリングを行っていく。 

 多重債務問題への対応として、関係機関との連携を強化

し、各種取組を進めていく。 

 預金取扱金融機関について、重大な顧客被害や金融機関のシステムリスク管

理態勢に問題が認められた事案について重点的に検証を行い、金融機関等の

システム障害の傾向等を金融機関等に共有しつつ、自律的な改善を促すことに

焦点をあてたモニタリングを進めるなど、システムリスク管理態勢の強化を促し

た。 

 3 年 5 月１日に改正資金決済法が施行されたことを踏まえ、新たに創設された

種別の資金移動業である第一種及び第三種資金移動業者の登録に向けて認

可審査を実施。また、第二種資金移動業も含めて、改正資金決済法で求められ

る措置に係る態勢整備の状況についてモニタリングを行った。 

 コロナ等の影響もあって広がりを見せている様々な形態の取引（ＳＮＳ個人間融

資、給与ファクタリング、後払い（ツケ払い）現金化、先払い買取現金化等）につ

いて、多重債務防止等の観点から政府広報の活用や関係機関との連携を通じ

た広く一般への注意喚起を実施。 

 金融取引が高度化・複雑化し、市場の変動も激しい中、

引き続き利用者が安心して金融サービスを受けられるよ

う、利用者保護のために必要な制度整備を進めるととも

に、金融犯罪被害の防止に向けた金融機関の適切な態

勢整備を促していく。 

Ⅲ 市場の公正性・透明性と市場の活力の向上   
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 1 金融取引のグロー

バル化、複雑化、

高度化に対応した

市場監視機能の強

化 

 網羅的で・機動的で・深度ある市場監視（広く、早く、深い

市場監視）の実現を目指し、引き続き、実質的に意味のあ

る市場監視を実施する。 

 戦略的かつ横断的な市場監視業務におけるデジタライゼ

ーションの一層の推進や市場監視を適切に行うための高

度な専門性と幅広い視点を持った人材育成に取り組む。 

 マクロ的な視点に基づき潜在的なリスクに着目した情報収集・分析を行うなどの

タイムリーな市場監視に取り組むとともに、自主規制機関や海外の市場監視当

局等の関係機関とも連携しながら、国内外の市場の新しい事象も常に注意深く

監視し、監視体制の整備や手法の改善を図るなどの取組を推進。 

 デジタライゼーションの飛躍的進展に対応するため、デジタルフォレンジック技

術の一層の向上に取り組むとともに、システム環境の高度化を推進。また、市

場監視を適切に行うための高度な専門性と幅広い視点を持った人材育成を推

進。 

 金融取引のグローバル化、複雑化、高度化やデジタラ

イゼーションの進展等により市場が大きく変化する中で、

我が国市場の公正性・透明性の確保及び投資者保護を

図るため、市場監視機能の強化を引き続き進めていく。 

2 企業の情報開示の

質の向上のための

制度・環境整備と

モニタリングの実

施 

 金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループにお

いて、国際的にも投資先として魅力ある市場となるよう、

上場企業等によるサステナビリティに関する取組の適切

な開示のあり方を検討する。 

 気候変動を含むＥＳＧ情報の開示の充実を図る観点か

ら、サステナビリティに関する開示の好事例集を改訂す

る。 

 会計監査の在り方に関する懇談会において、経済社会情

勢の変化を踏まえ、上場企業の会計監査を担う監査事務

所のあり方や公認会計士の一層の能力向上・力量発揮

のための環境整備など、会計監査を巡る諸課題につい

て、総合的に検討する。 

 金融審議会に「ディスクロージャーワーキング・グループ」（3 年度）を設置し、

企業を取り巻く経済社会情勢の変化を踏まえ、投資家の投資判断に必要な情

報を適時に分かりやすく提供し、企業と投資家との間の建設的な対話に資す

る企業情報の開示のあり方について幅広く検討した。 

 サステナビリティに関する開示を含む記述情報の開示の充実を図る観点か

ら、「記述情報の開示の好事例集 2021」を公表した（3 年 12 月公表、4 年 3 月

最終更新）。 

 会計監査の信頼性を確保するために必要な取組を総合的に議論するため、

「会計監査の在り方に関する懇談会（令和 3 事務年度）」を開催し、論点整理を

公表（3 年 11 月）。 

 会計監査の信頼性の確保並びに公認会計士の一層の能力発揮及び能力向上

を図り、企業財務書類の信頼性を高めるため、上場会社等の監査に係る登録

制度の導入、監査法人の社員の配偶関係に基づく業務制限の見直し、公認会

計士の資格要件の見直し等の措置を講ずる「公認会計士法及び金融商品取引

法の一部を改正する法律案」を国会に提出（4 年 3 月）。 

   金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」

（3 年度）における報告書を、4 年春頃を目途に取りまとめ

たのち、関係法令の整備を行う。 

 記述情報の開示の更なる充実に向け、投資家からの

ニーズ等も踏まえ、引き続き、開示の好事例の検討・

公表を行っていく。 

引き続き、会計監査の品質の持続的な向上・信頼性

確保に向けた取組を推進。 

 3 市場の機能強化、

インフラの構築、公

正性・透明性の確

保のための制度・

環境整備 

 3 年 6 月のコーポレートガバナンス・コード等の改訂を踏

まえ、取締役会の機能発揮、企業の中核人材の多様性の

確保等の取組を促す。 

 中長期的な企業価値の向上に向けた企業と投資家の建

設的な対話に資するガバナンス情報が提供されるよう、

金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループにお

いて、取締役会等の活動状況、人的資本への投資等に関

する開示のあり方を検討する。 

 国際金融機能の確立に向けて、海外の投資運用業者に

対する簡素な手続による参入制度の創設、海外金融事業

者に対する英語での行政対応の拡大、海外から参入する

資産運用業者等に対する創業・生活支援体制の強化等に

取り組む。 

 特定投資家制度の拡充等の制度整備やスタートアップエ

コシステムに資する成長資金供給のあり方を検討する。 

 銀証ファイアーウォール規制について、利用者本位のサ

ービス提供が図られるよう、制度整備を進めるとともに、

必要な検討を継続する。 

 コーポレートガバナンス・コードの再改訂及び投資家と企業の対話ガイドライン

の改訂に関する広報活動を行い、上場企業に対して、取締役会の機能発揮、企

業の中核人材の多様性の確保等の取組を促した。 

 金融審議会に「ディスクロージャーワーキング・グループ」（3 年度）を設置し、取

締役会等の活動状況、人的資本への投資等に関する開示のあり方について検

討した。 

 3 年 4 月～同年 6 月までに、金融審議会「市場制度ワーキング・グループ」を計

4 回開催し、成長資金の供給のあり方や顧客情報の共有に関する銀証ファイア

ーウォール規制（情報授受規制）について議論を行い、同年 6 月、成長資金供

給の円滑化に向けた制度整備や上場企業等の顧客情報に関するファイアーウ

ォール規制の緩和に関する報告書を公表した。 

 上記の報告書を踏まえて以下の 法令・制度の整備を実施した。 

① スタートアップ企業への成長資金の供給の円滑化・多様化を図る観点から、

特定投資家制度の拡充に関する制度整備の検討等を行ったほか、株式投

資型クラウドファンディング及び少人数私募の人数通算期間の見直しに関す

る政令・内閣府令等の改正を実施した（4 年 1 月施行）。 

② 上場会社等の非公開情報等に関する銀証ファイアーウォール規制に関する

内閣府令等の改正についてパブリックコメントを実施した（3 年 12 月）。 

 3 年 10 月からは、家計の安定的な資産形成と持続的な経済成長を実現してい

くため、「市場制度ワーキング・グループ」を計 5 回開催し、「経済成長の成果の

 金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」

（3 年度）における報告書を、4 年春頃を目途に取りまとめ

たのち、関係法令の整備を行う。 

成長・分配の両立に向けた資金の好循環を確立するた

めには、利用者目線に立った市場機能及び金融仲介機

能の向上が重要である。そのため、投資家保護にも留意

しつつ、スタートアップや事業の再構築等を支える成長資

金供給のあり方について検討を進める必要がある。ま

た、顧客本位の営業の確保と金融サービスの向上に向け

た施策を推進する必要がある。そして、取引所・ＰＴＳ全体

の機能向上・レジリエンス強化に向けた検討を進める必

要がある。 
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 東京証券取引所の市場構造改革の実現、私設取引シス

テム（ＰＴＳ）と金融商品取引所との間の適切な競争の促

進など、市場機能の強化に向けた検討を実施する。 

家計への還元促進」、「市場インフラ機能の向上」、「成長・事業再生資金の円滑

な供給」について、4 年 6 月の報告書とりまとめに向け、検討を進めた。 

 海外当局による許認可を受け、海外の顧客資産の運用実績がある投資運用業

者や、主として海外のプロ投資家を顧客とするファンドの投資運用業者に対し、

届出による簡素な参入手続を創設した。また、新たに日本に参入する外国証券

会社のうち海外での業務実績がある等の一定の要件を満たす者について、英

語での登録申請書等の提出を可能とするため、内閣府令の改正・告示の制定を

行った。加えて、縦割りを打破した官民一体の金融創業支援ネットワーク構築を

目的として、モデル事業を開始した。 

（横断的施策）   

 1 ＩＴ技術の進展等の

環境変化を踏まえ

た戦略的な対応 

 金融分野におけるデジタル・イノベーションを推進するた

め、利用者保護の確保を図りつつ、「デジタル・分散型金

融への対応のあり方等に関する研究会」において、送金

手段や証券商品のデジタル化への対応のあり方等を検

討する。また、グローバルステーブルコインの取扱いも含

め、クロスボーダー送金の改善に関する国際的な議論に

貢献する。 

 ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスクにおいて、フィンテックに関する

民間事業者の相談等に一元的に対応するほか、フィンテ

ックに係るビジネス動向 を把握しつつ、事業者がより利

用者目線に立った新たな金融サービスを創出するよう支

援する。 

 決済における相互運用性確保及び競争促進に向けて、資

金移動業者への全銀システムの参加資格拡大に向けた

検討の着実な進展を図るとともに、 多頻度小口決済の利

便性向上に向けた検討を促していく。 

 「デジタル・分散型金融への対応のあり方等に関する研究会」において、送金手

段や証券商品などのデジタル化への対応のあり方等について検討。 

 安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図るため、いわゆるステーブルコイ

ンへの対応として、電子決済手段等取引業の創設、銀行等における為替取引

のモニタリング等の共同化の動きへの対応として、為替取引分析業の創設、高

額電子移転可能型前払式支払手段の発行者について、本人確認義務等を課す

ための規定の整備、等の措置を講ずる必要があることから、「安定的かつ効率

的な資金決済制度の構築を図るための資金決済に関する法律等の一部を改正

する法律案」を国会に提出（4 年 3 月）。 

 ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスク、ＦｉｎＴｅｃｈ実証実験ハブ及び金融機関システム・フロン

トランナー・サポートデスク （旧：基幹系システム・フロントランナー・サポートハ

ブ）で受け付けた相談について、内容・ニーズに応じて的確に対応。 

 資金移動業者への全銀システムの参加資格拡大について、決済の安全性確保

の観点から、全銀システムに新たに接続する事業者に対するモニタリングのあ

り方についての検討など、必要な対応を行うとともに、多頻度小口決済の利便

性向上に向けた検討を促した。 

 イノベーションと利用者保護のバランスを確保しつつ、

デジタライゼーションの進展等に伴う金融を取り巻く環境

の変化に適切に対応していく観点から、引き続き取組を

進めていく。 

2 業務継続体制の確

立と災害への対応 

 金融庁及び金融機関における業務継続体制の検証、震

災等自然災害への対応を行う。 

 金融庁の業務継続計画等の実効性を検証するため、関係機関との合同訓練等

を実施。 

 3 年 7 月以降の大雨に係る災害や 4 年福島県沖を震源とする地震などの自然

災害への対応として、自然災害ガイドラインの周知広報や金融機関に対してき

め細かな対応を慫慂。 

 金融庁の業務継続計画等を定期的に検証し、必要に応

じて見直しを行うとともに、関係機関と連携した訓練等の実

施により、更なる実効性の向上に取り組む。また、金融機

関等における業務継続体制の実効性の向上を促していく。 

3 その他の横断的施

策 

 国際的に協調した対応・国際的な議論への貢献（コロナ対

応における国際的な協調、マネロン・テロ資金供与・拡散

金融対策の強化、サイバーセキ ュリティの確保とオペレ

ーショナル・レジリエンス）を進めるとともに、国際的なネッ

トワークを強化（アジア・新興国とのネットワーク構築・強 

化、先進国との協力関係の深化）する。 

 サステナブルファイナンスを推進し、国際的な議論におい

て主導的な役割を担う。国内外の成長資金が日本企業の

脱炭素化への取組に活用されるよう、企業開示の充実、

グリーンボンド等の認証枠組みや情報プラットフォームの

構築による「グリーン国際金融センター」の実現等を図る。 

 コロナを踏まえた金融安定性に関する影響分析や対応が進む中、ノンバンク金

融仲介の強靭性向上に向けた取組の進捗報告書作成など、国際的に協調した

取組に貢献。また、マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策強化のための暗号

資産等に関する国際的なガイダンス策定に貢献したほか、アウトソーシング・サ

ードパーティにおける規制監督上の論点に関する議論に貢献。 

 当局間協力に関し、オンラインのコミュニケーションを用い、二国間会議におけ

る意見交換、アジア・新興国に対する技術協力や先進国との対話をさらに推進。 

 マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の高度化に向け、金融活動作業部会（Ｆ

ＡＴＦ）第 4 次対日相互審査の結果も踏まえ、検査要員の確保等の検査・監督体

制の強化、マネロン等対策共同システムの実用化に係る検討の支援、広報活

動を通じた利用者への周知等の取組を実施。 

 国際的に協調した対応は、コロナの影響下において

も、世界の金融システムの健全性を維持しつつ、実態経

済を支えることにつながるため、引き続き、積極的に取り

組んでいく。 

また、アジア・新興国の金融技術支援等に取り組むこと

は、これらの国々の金融監督当局等の能力向上や我が

国との連携強化につながるため、引き続き、積極的に取り

組んでいく。 

金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）第 4 次対日相互審査のフォ

ローアップ及び第 5 次対日相互審査を見据え、引き続き、

マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の高度化に向け、

関係機関と連携して取り組んでいく。 
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 金融業の保有する情報の適切な管理を含め、機器・シス

テムの利用や業務提携・委託等について、経済安全保障

の議論を踏まえ、関係機関と連携していく。 

 「グリーン国際金融センター」の実現に向け、ＪＰＸ「サステナブルファイナンス環

境整備検討会」を設置し、4 年年央までに、グリーンボンド等の情報を幅広く集

約する情報プラットフォームを設置するなどの方向性を取りまとめた中間報告書

を公表。4 年 2 月に「ＥＳＧ評価・データ提供機関等に係る専門分科会」を設置

し、ＥＳＧ評価・データ提供機関について、期待される行動規範のあり方等につ

いて議論。 

 金融業の保有する情報の適切な管理を含め、機器・システムの利用や業務提

携・委託等について、経済安全保障の議論を踏まえ、関係機関と連携した。 

「グリーン国際金融センター」の実現に向け、国内のサ

ステナブルファイナンスの一層の推進に向けて必要な取

組を進めていく。 

経済案安全保障上の対応について、引き続き関係機関

との連携を行っていく。  

 

（金融庁の行政運営・組織の改革   

 1 金融庁のガバナン

スの改善と総合政

策機能の強化 

 ①各種有識者会議の積極的活用、②金融行政に対する

外部評価及び職員アンケートによる自己評価の実施、③

金融行政に関する情報発信の強化、④ 財務局とのさら

なる連携・協働の推進、⑤アカデミアとの連携強化による

データ分析等を用いた学術的成果を得るための取組等に

より、金融庁のガバナンスの改善と総合政策機能の強化

を図る。 

 各種有識者会議の開催や、金融行政に対する外部評価及び職員アンケートに

よる自己評価を実施するなど、有識者の意見や内外からの意見を金融行政に

継続的かつ的確に反映する取組を実施。 

 金融庁の施策等について、金融庁ウェブサイトやＳＮＳを活用し、タイムリーか

つ正確で分かりやすい情報発信を実施。 

 各地域において金融行政を担う財務局との緊密な連携・協同を進めるため、コミ

ュニケーションの充実等を実施。 

 金融行政への活用を前提とした、アカデミアとの連携強化によるデータ分析等を

用いた学術的成果を得るための取組等を実施。 

 金融行政の質を不断に向上させていく観点から、有識

者等の意見・提言、批判等が継続的かつ的確に反映され

るよう、引き続き、各種有識者会議等を積極的に活用する

ほか、金融行政に関する広報の充実に取り組んでいく。 

2 検査・監督の見直

し 

 「検査・監督基本方針」を踏まえた検査・監督を実践し、第

三者による外部評価も活用しながら検査・監督の質・深度

や実効性のある対話を不断に改善する。 

 分野別の考え方と進め方として、「金融機関のＩＴガバナンス等に関する調査結

果レポート」、「事例集（参考手引）＜令和 3 年 6 月版＞」、「金融機関のシステ

ム障害に関する分析レポート」、「投資信託等の販売会社による顧客本位の業

務運営のモニタリング結果」を公表するなど、「検査・監督基本方針」を踏まえた

検査・監督を実践。 

 検査・監督の品質管理の一環として、第三者による外部評価や職員アンケート

を実施。 

 3 年 3 月に公表した「金融庁・日本銀行の更なる連携強化に向けた取り組み」に

基づき、検査・考査の実施先に関する計画調整や規制報告の一元化、重要課

題についての共同調査等を実施。 

 検査・監督の質・深度や当局の対応を不断に改善する

ため、金融機関と双方向の対話を行いながら、各分野の

「考え方と進め方」のモニタリング現場へ定着を図りつつ、

事例を蓄積するとともに、そこで得られた重要な課題や着

眼点等について整理・公表を行うなど、更なる取組を進め

ていく。 

3 金融行政を担う人

材育成等 

 さらなる組織活性化に向けて、①金融行政各分野の専門

人材の育成、②職員の主体性・自主性を重視した枠組み

の一層の活用、③誰もが能力を発揮できる環境の実現、

④幹部職員等のマネジメント力向上、などのための取組

を継続・拡充する。 

 金融を巡る環境の変化などを踏まえて、中長期的な視点からの専門人材の育

成の枠組みの整備を行い、「当面の人事基本方針」を改訂。 

 「政策オープンラボ」や、個人論文の執筆・公表を組織的に支援する枠組みなど

が一層活用されるための環境づくりを実施。 

 テレワーク・オンライン会議等の活用による多様な働き方の実現のための環境

整備や業務の合理化・効率化の取組を推進。 

 幹部職員等へのマネジメント研修や、マネジメント方針の「見える化」及び期中

での振返りを実施。また、少人数グループによるきめ細かい組織運営を推進。 

 職員満足度調査における全体的な満足度のスコアは、全庁で前年に比べ 0.03

ポイント上昇し、4.02/5.00 となった。 

 組織文化の変革には相応の時間がかかることから、人

材育成や職場環境の改善等に継続して取り組んでいく。 

 


